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ETC利用の推移
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日本道路公団 首都高速道路公団 阪神高速道路公団
本州四国連絡橋公団 利用率

（利用台数：万台/日） 　　（利用率）

平成１７年９月第１週のＥＴＣ利用率は全国で４９．９％、首都高速で５８．６％

17.１ JH通勤,早朝夜間割引

16.11 JH深夜割引
回数券並限定割引

14.7 首都高特定区間割引
ETC前払割引

13.11 期間限定割引

16.4 JH夜間長距離割引社会実験
首都高速夜間割引社会実験

15.11 首都高速夜間割引社会実験

15.7 JH長距離割引社会実験
本四ETC特別割引

17.4 JHﾏｲﾚｰｼﾞ,

大口･多頻度割引

ETC利用台数 約 2,461,100 台/日 約 656,100 台/日 約 384,100 台/日 約 39,500 台/日 約 3,540,800 台/日

（通行総台数） 約 5,092,400 台/日 約 1,118,700 台/日 約 805,700 台/日 約 76,200 台/日 約 7,093,000 台/日

ETC利用率（％）

本四連絡橋公団

51.8%

全　　　国

49.9%

阪神高速道路公団

47.7%

ETC利用率（平成17年9月2日－9月8日平均）

日本道路公団

48.3%

首都高速道路公団

58.6%

１． ＥＴＣの利用率の状況と利用促進策
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主なＥＴＣ普及促進策①

（１） ＥＴＣ車載器リース制度

・ＥＴＣ利用開始時の初期費用を低減

するため、月額200円（リース期間4年）、

70万台を対象にＥＴＣ車載器のリース、

割賦販売等による経費の一部を助成

する制度を平成１７年４月より実施。

（２） 二輪車ＥＴＣへの対応

・現行のＥＴＣシステムを活用し、 安全

性や通信機器の動作等に関する評価

などを行うため、首都圏を対象にプロ

ライダーによる試行運用を平成１７年

４月より開始。１０月を目標に一般モ

ニターによる試行運用を実施予定。

（３）ＥＴＣが使える道路の拡大

・ＥＴＣ整備が立ち遅れている地方道路公

社が管理する一般有料道路のＥＴＣ整備

を促進するため、公社に対する無利子貸

付金の貸付率拡充等について制度要求。
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主なＥＴＣ普及促進策②

（４） クレジットカード以外の

決済方法の導入

・あらかじめ保証金を預託の上、通行料金を

金融機関の口座から引き落とす方法によ

る保証金（デポジット）方式を平成１７年１０

月を目標に導入予定。

（５）ワンストップサービスの

継続実施

・ＳＡ・ＰＡ等において、ＥＴＣカードの取得から

ＥＴＣ車載器の取付・セットアップを１箇所で

実施できるキャンペーンを継続的に実施。

平成１７年４月からカー用品店の店頭にお

いてもサービス実施。

（６） ＥＴＣ専用レーンの増設

・利用率７０％時に容量オーバーする料金所

や、交通錯綜が懸念される料金所におい

てＥＴＣ専用レーンを追加整備。

（道路公団；約１４０レーン等）

（７） 予告アンテナ等の整備

・大都市圏の本線料金所等において、カード

有効期限切れ等を伝える予告アンテナを

設置。

・都市部のＩＣを中心にカード未挿入等を伝え

るお知らせアンテナを設置。

（道路公団；約８０箇所等）
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２．高速バスの利便性向上に資するバスロケ導入の取組み

導入状況
【高速バス】

導入するシステム

スケジュール

公共交通案内情報

バス全体 バスロケ 割　合

（A) 実施（B) （B/A)
高速バス事業者数 170 20 12%
高速バス系統数 1,638 79 5%

GPSでバスの位置情報を取得
携帯端末や交通結節点でバス位置情報提供

平成１７年度予算 ４０億円

平成１８年度より全国の高速バスで利用で
きる予定

○

○

現在、システムを構築中
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b.物流拠点の郊外移転・大型車の市街地流入抑制

渋滞や環境悪化が激しい地域において、物流事業者等の高速道路の積極的活用などの物流効率化策の
実施による環境負荷低減に資するビジネスモデルへの取組を促進。

調査事業の公募
支援事業・メニューの決定

優良事例の積極的広報

問題点等を抽出、今後の調査研究等に反映

運行管理システム

効果的な貨物車交通量削減、環境負荷低減

対象となる物流効率化策
（周辺環境の改善を含む環境改善）

①市街地への流入量の削減

②路上駐車削減の取組

c.共同輸送の実施

a.一般道から高速道路への転換

一般道

高速道路のIC
物流拠点

一般道

高速道路のIC
物流拠点

一般道

高速道路のIC

一般道

高速道路のIC

有識者会議等において審査方針決定
（方針の例）高速道路への転換・混雑地域における流入量削減

国土交通省の実施する公共工事について、材料調達、施工方法及び廃棄物処理の段階におけるＣＯ2排
出量の削減努力を図り、地球温暖化対策を促進。

○グリーン調達に基づき運搬ルートを発注者が指定

高速道路の活用など運搬ルートごとにCO2が最も少なくなるルートを発注者が指定する。

必要があれば、高速道路料金を工事積算価格に見積もる。

３． 物流効率化への取り組み


